
事務事業数

14

1(3)A

概ね順調総合判定SDGs

関連重点
戦略計画等

河川等の整備にあたっては、国や道、市町村など、流域のあらゆる関係者が実施する治水対策を
とりまとめ、推進する協議会を開催し、河川整備等の取組を共有している。

・施設の老朽化が進んでおり、維持管理費の負担が大きくなっていることから、地域の実情に応じた維持
管理に利用可能な交付金制度の創設を要望しているところ。
・その他、防災・減災、国土強靱化の推進、交付金制度の創設や財政支援の充実・強化、各種整備予算
の確保などについて、国に対し要望を実施。

主な取組

今年度の取組 実績と成果

・河川等の公物管理パトロールや維持管
理業務を実施し、適切な維持管理水準を
確保・維持する。
・洪水から地域を守る河川整備等を推進
する。
・既設ダムを有効活用する「ダム再生」
の取組を推進する。
・河川やダムの整備にあたっては、河岸
や河畔林を極力保全するほか河道の連続
性を確保するなど、生態系や景観などに
配慮しながら取り組む。

・公共土木施設の維持管理を効率的・効果的に行って
いくため、維持管理水準を設定するなど、基本的な考
え方を明らかにした「公共土木施設の維持管理基本方
針」に基づき、公物管理パトロールによって現地状況
の把握に努め、維持管理を実施している。また、河川
の流下能力確保のための河道掘削や河道内の樹木伐採
について、「河道内樹木伐採などの河川維持管理のあ
り方」を策定し計画的な維持管理を実施している。
・洪水から地域を守るため、河岸や河畔林を極力保全
し、河道の連続性を確保するなど、生態系や景観など
に配慮しながら、河道掘削・堤防整備などの河川整備
や、既設ダムを有効活用したダム再生を推進してい
る。

維持管理防災課、河川砂防課所管課建設部

現状と
課題

本道の豊かな自然環境は、優れた観光資源や基幹産業である農林水産業の基盤となっており、生
態系や景観に配慮しながら整備を進める必要がある。

連携状況

施策名 大規模自然災害対策の推進（治水対策）
施策
コード

0803

予算額
（千円）

Ｒ４ 41,487,991 Ｒ３ 39,152,592 Ｒ２ 58,854,280

令和４年度　基本評価調書① 所管部局

施策目標
道民の安全・安心を確保するため、災害が発生した河川や災害危険度の高い河川において、自然
豊かな水辺環境に配慮しながら、治水対策を推進する。

政策体系
(中項目)

豊かで優れた自然・生物多様性の保全とその継承
政策体系
コード

知事公約、創生総合戦略、強靱化計画

緊急性
優先性

前年度
二次評価
意見

対応状況
(R4.3時点)



<成果指標の達成状況>　⇒３つ以外の指標は、補助指標調書に記載
増加 ％ R1年度 R2年度 R3年度 最終目標(R6) 達成率 指標判定

目標値 － 39.9 40.1 40.9
実績値 － 39.9 40.0

R2年度 R3年度 R4年度 最終目標() 達成率 指標判定
目標値
実績値

R2年度 R3年度 R4年度 最終目標() 達成率 指標判定
目標値
実績値

【総合判定】

対応方針番号

大規模自然災害対策の推進
（治水対策）

施策
コード

0803

連携状況
緊急性
優先性

指標判定○

翌年度に
向けた
対応方針

内容

①
生態系や景観などに配慮しながら、河道の掘削、築堤、放水路･遊水地の整備や、既設ダム
を有効活用したダム再生などを推進する。

②

③

○ B 総合判定 概ね順調

分析（主な取組と成果）

-

設定理由

指標名①

B

分析（主な取組と成果）

分析（主な取組と成果）

河川整備が必要な区間に対して一定規模以上の流下能力を有する施設の整備を進めているところであり、
最終目標年次に向け、今後も引き続き進捗を図る。

設定理由

-

指標名②

指標名③

-

-

河川整備が必要な区間に対して一定規模以上
の流下能力を有し施設が完成している区間の
割合

99.8%

設定理由 北海道強靱化計画などに基づき実施している河川改修の整備状況を測る指標として設定。

令和４年度　基本評価調書② 施策名



<二次政策評価>

対応方針番号 方向性
関連する事務事業
（新規・拡充）

大規模な自然災害に対応するため、河岸や河畔林を極力保全
し、河道の連続性を確保するなど、生態系や景観に配慮しなが
ら、河道掘削・堤防整備などの河川整備や、既設ダムを有効活
用したダム再生を推進する。

R5新規事
業数

①

②

③

Ｒ５
施策の
方向性

令和４年度　基本評価調書③ 施策名

二次政策
評価への
対応

R4年度
二次政策
評価

大規模自然災害対策の推進
（治水対策）

施策
コード

0803



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

0326
0806
0810

投資的経費
A

ダム総合流域防災事業費
維持管理
防災課

27,203 0 0 0.1 0.1 0.2 1,557

0601
0805
0806

事務 河川砂防課総合調整等業務
河川砂防
課

0 0 0 6.0 10.0 16.0 124,544

0602
0805
0806

事務 庁内外調整事務
河川砂防
課

0 0 0 1.0 0.0 1.0 7,784

0603
0805
0806

投資的経費
A

国直轄河川事業負担金
河川砂防
課

0 9,301,000 932,000 0.1 0.0 0.1 9,301,778

0604
0805
0806

投資的経費
A

河川改修費
河川砂防
課

19,949,500 24,243,100 959,751 10.5 144.3 154.8 25,448,063

0605
0805
0806

一般 河川改良費（受託工事費）
河川砂防
課

106,173 604,731 0 0.1 2.1 2.2 621,856

0606
0805
0806

投資的経費
A

都市小河川改修費
河川砂防
課

0 5,000 5,000 0.2 0.9 1.1 13,562

0607
0805
0806

投資的経費
A

ダム建設事業費
河川砂防
課

0 772,500 25,141 1.1 1.2 2.3 790,403

0608
0805
0806

投資的経費
A

河川計画調査費
河川砂防
課

0 109,800 109,800 0.2 1.4 1.6 122,254

0609
0806
0810

一般
補助事業事務費（指導監督事務
費）

河川砂防
課

0 240 0 0.0 0.3 0.3 2,575

0610
0806
0810

投資的経費
A

砂防事業費
（砂防事業費）（火山砂防事業費）
（火山噴火緊急減災対策事業費）
（公共）

河川砂防
課

10,150,400 4,858,300 241,805 5.7 34.2 39.9 5,168,882

0611
0806
0810

投資的経費
A

砂防事業費
（砂防調査費）

河川砂防
課

0 125,200 125,200 0.1 0.8 0.9 132,206

0612
0806
0810

一般
砂防海岸整備費
（水害統計調査費）

河川砂防
課

0 120 0 0.1 0.0 0.1 898

0613
0806
0810

投資的経費
A

国直轄砂防・海岸負担金
河川砂防
課

0 1,468,000 148,000 0.1 0.0 0.1 1,468,778

30,233,276 41,487,991 2,546,697 25.3 195.3 220.6

0803

整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
課・局
室名

前年度から
の繰越事業
費（千円）

令和4年度　事務事業評価調書 大規模自然災害対策の推進（治水対策）

事業費
（千円）

執行体制
フル
コスト
（千円）

・ダムの監視制御装置などを対象にした情報処理設備及びテレメーター
や無線装置を対象にした通信設備を改良し、ダム情報を監視できるよう
にするとともに平常時の施設管理の充実等を図る

・市町村長が行う安全で快適な国土の形成と自然豊かな水辺空間の創
出を図る

・洪水・高潮などにより、民間資産・公共土木施設・公益施設で発生した
被害状況を調査（国交省委託事務）

・課の庶務に関すること、国庫補助事業等の交付申請から完了までの
事務処理、各種検査、議会対応、文書管理、国費予算中央要望、職員
の人事・服務、事務費等の予算執行・経理事務、各種団体への負担金
支出、所管事業の道民への広報・広聴活動、管理・監督事務

・水源地域対策特別措置法に基づく水源地域関連の地域振興及び水没
関係者の生活再建対策に関すること、特定多目的ダム法に基づく知事
意見に関することの国等との調整事務、土地の収用のための事業認定
及び裁決手続きに関する調整業務

・国が直轄で実施する河川、ダム事業に対し、その経費の一部を法律で
定めるところにより負担

・安全で快適な国土の形成と自然豊かな水辺空間の創出を図る

・河川改修事業施工に附帯し、施工上若しくは経済的に河川工事と一体
的に施工する必要がある橋梁架換工事等の受託施工に要する経費

・治水安全度の向上及び河川環境の保全等を目的に、ダムを建設する

・河川整備計画の策定調査やダム計画調査を行うための費用

ACTION　結果への対応（令和５年度）

次年度
方向性

二次評価意見への対応状況

・国が直轄で施行する砂防事業・海岸事業に対する負担金

計

令和４年度

二次政策評価意見

一次政策評価

・国土交通省所管の補助金のうち、管内市町村に係る交付に関する事
務の一部を道に委任することに対する経費

・土石流等の災害防止のための砂防設備・情報基盤や、火山地域にお
いて土石流・火山泥流等に対する砂防設備を整備
・活発化する火山活動に備えて監視・観測機器等の警戒避難対策や緊
急対策用資材の事前準備等を実施

・砂防関係施設の新規事業着手予定箇所に係る調査・設計、指定地調
査等の実施

令和４年度


